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2022年のテクノロジーフロンティア 

◆技術トレンド予測調査のレビュー 

2021年6月11日から22年3月3日にかけて、22年以降に進展する技術トレンドに

関する予測調査が複数の機関から発表された。各々の調査範囲には技術領域が特

定されたものもあるが、共通して予測がなされている技術も見られる。 

本稿では、学術論文誌（Nature, MIT Technology Review, Plain Concept）、

ビジネスコンサルタント（Deloitte, KPMG, McKinsey）、一般企業（Gartner, 

IBM）、NPO（World Economic Forum）が公表した、計10件の調査資料に記載され

た102件の技術についてサーベイを行い、デジタルトランスフォーメーション

（DX）、医療・医薬、クリーンテクノロジー・材料技術の3つの領域に分類の上、

メタ分析的なレビューを試みる（末尾に一覧表を記載）。 

 

◆自動化されたAIが新たな価値を提供し、量子計算が最適化問題を瞬時に解く 

本調査で最も検出頻度が高かった技術領域は、DXであった(計76件)。このなか

でも、AIに関する技術が約1/3を占め（21件）、既存の応用例の高度化（画像・言

語・音声処理）、新たな応用例（創造性のあるAI、意思決定のためのAIなど）だ

けでなく、現状の限界を一歩越えた技術（感情に関する計算）の進展が予測され

ている。また、AIのアプリケーション実装技術の開発をさらに加速するための基

盤や自動化の整備だけでなく、AIにまつわる倫理やガバナンスを統制するための

技術も上位に挙がっていることが興味深い。 

DXの技術領域では、クラウド利用（9件）、情報技術の民主化（9件）、量子コン

ピューティング（8件）、サイバーセキュリティー（7件）、ブロックチェーン（6

件）がAIに続く。クラウド利用については、企業の業務における活用がさらに進

むべきであり、そのために、アプリケーションをクラウドの計算資源に最適化さ

れたものに代替する、または、組織および業務自体をクラウドに適する姿に改変

すべきことを多くの機関が提案する。 

情報技術の民主化には、企業や組織単位でデータを囲い込むのではなく、例え

ば、サプライチェーンを横断して広く情報を共有化することで、AIによるサービ
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 スが高度化することを狙いとするデータファブリックが挙げられている。また、

ローコード・ノーコードのプログラミング手法が一般化し、専門知識を持たずと

も、高度なアプリを開発できる環境が整うであろうことも示唆されている。いず

れも、企業がAIとクラウド環境を最大限に生かすことが想定されている。 

これらの状況に呼応すべく、サイバーセキュリティーに関する技術も大いに進

むことが示唆されている。クラウドとセキュリティの戦略をより意図的に統合し

た企業は、収益の伸びと収益性の両面で、他社を2倍以上上回る業績を上げてい

ると、IBMは指摘する。 

量子コンピューティングは、「もつれ」と呼ばれる量子力学的現象で結合され

た量子ビットを計算素子として用いることで、最適化問題を高速に解く技術であ

る。フランスのCRNS研究所や米国のHarvard大学は、光ピンセットを用いて無電

荷の原子を三次元的に配列し、数百量子ビットの素子とする技術を見出した。こ

のような量子計算機の普及は10年後であるが、先行して量子シミュレーターが数

年以内に販売される。量子コンピューティングには、材料や医薬品の開発、物流

や交通網の最適化、暗号セキュリティなどでの利用が期待されており、35年まで

に1兆ドル以上の利用価値を生む、とMcKinseyは予測する。 

ブロックチェーンは既に仮想通貨やNFTで実用化が進められているが、分散型

台帳を計算するための消費電力が極めて大きいことが課題である。これに対し

て、ブロックチェーンプラットフォームの大手であるEthereumが22年内に導入を

するProof-of-Stake技術によれば、消費電力を99.95％削減でき、CO2排出量削減

にも大きく貢献するとされる。 

企業は、メタバースの動向にも注視すべきであると、KPMGは指摘する。当面

は、エンターテインメントで利用先が拡大するが、いずれは、暗号資産や、その

取引の場となることが予想され、企業はメタバースの実験的な利用に投資すべき

である、とMcKinseyは提案する。 

 

◆ゲノムと蛋白質の科学が難病の謎を解き、新たなウイルスを即座に検出する 

医療・医薬領域については、遺伝子科学とゲノム医療に関する技術予測が最も

多く（8件）、分子生物学や蛋白質の構造解析といったライフサイエンスの基礎技

術が、これに続いた（6件）。 
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 遺伝子科学については、ロングシードシーケンスと呼ばれる手段が進展し、

NDA配列解析の速度向上とコスト削減が画期的に進展する、とNatureは述べる。

19年に活動を開始したテロメア・トゥ・テロメアコンソーシアムは、わずか2年

でヒトゲノム配列の解析結果を報告した。今後は、数百名のドナー提供者のサン

プルを解析し、ヒトの代表的なマップ作成に進む。また、10年以内には脊椎動物

の完全配列分析が日常的に行われる、とも述べる。また、米国では、COVID-19の

変異株発生のモニターのために、100本のPCR検査検体のうち1本がDNA配列検査に

供されているが、未知のウイルスの発見も高速分析法の用途である。 

20年のノーベル賞の授与対象となったCRISPR技術は、合成生物学的の基本手段

となっただけでなく、遺伝子治療（Cas9によるプライム編集）やウイルス診断

（Cas13による蛍光法）といった臨床医療にも活用される見通しである。 

蛋白質の構造解析には、Alphabetの傘下DeepMindのAlphaFold2が極めて大きな

武器となった。21年の成果公開以来、AlphaFold2は、ヒトにおいて発現する全て

の蛋白質の構造を決定した。一方、低温の透過型電子顕微鏡による直接観察法や

CT解析法によって、蛋白質の姿を自然な状態で捉えることができるようになっ

た。当初はAlphaFold2に懐疑的であった研究者も、現在では、実験的手法による

補完によって計算モデルがデータ解析や役立つと考えている。なお、DeepMind

は、がん、抗生物質耐性、Covid-19の研究にもAlphaFold2の活用を始めており、

23年のうちには1億件以上の蛋白質の構造解析を追加する予定である。 

 

◆安価でクリーンなエネルギー技術が脱炭素社会の基盤となる 

クリーンテクノロジーについては、既に多くの企業が着手している技術が挙げ

られた（6件）。カーボンフリーのメタンガスや再エネ由来のグリーンアンモニア

を用いた動力機関によって輸送手段を低炭素化する技術が望まれる。再エネ発電

が接続された系統電力の安定化には、安価で長寿命な定置用蓄電池の大量生産が

必要である。例えば、リン酸鉄系活物質をセミドライ方式で塗工して電極板を調

整する技術が世界の3社で実用化検討されているが、これは、ベンチャー企業24M

が開発した独創的な方法であり、LIBの製造コストのボトルネックである材料費

と設備運転費のコストダウンを実現できる。また、窒素固定バクテリアを穀物と

共生できれば、窒素肥料の合成に伴う世界のCO2排出量の1～2％を削減できる。
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 30年代までに、空気中からCO2を工学的に除去する技術は100から150ドル/tCO2の

範囲にまで削減され、50年には、世界のエネルギー需要の75％以上が再エネで供

給される、とMIT Technology ReviewとMcKinseyは予測する。 

21年 9月、核融合発電の開発を目指す、米国のベンチャー企業Commonwealth 

Fusion Systemsが、20テスラを超える世界最強の電磁石の動作確認に成功した。

磁場の強さが2倍になれば、重水素とトリチウムが核融合反応を生ずるプラズマ

体積は1/16となる。同社、および、その投資家は、30年代初頭には核融合による

電力を系統に供給することを計画している。 

材料技術については、3Dプリンティング後の成形品が時間と共に形状が変化す

る4Dプリンティングや、材料が用いられる環境変化に応じて特性が変化する刺激

応答性材料が挙げられている。また、コンクリート、砂、プラスチックなどの材

料を大型の3Dプリンターに投入して住宅を印刷する技術は、比較的簡単で低コス

トの建設方法であり、持続可能性に寄与する、とWEFは報告する。08年から18年

にかけて、次世代材料の特許出願数は10倍となっており、今後も成長が見込まれ

ると、McKinseyは評価する。 

 

◆不確定な時代における人財の重要性 

本調査の引用元のうち、3つの報告書に人財の重要性が言及されている。 

目下、「大辞職」が加速しており、このままでは熟練した人財の不足によって

30年までに世界中で8,500万人以上の雇用が失われ、8兆5,000億ドルの機会損失

が発生する可能性がある（IBM）。技術系人財に対する需要は供給量を上回ってお

り、企業は、報酬のみを唯一のモチベーションとして人財を確保できない。高度

なスキルを持つ人財は、企業の持つ、組織文化・ESG戦略・イノベーション技術

とトレーニング機会への投資に期待してモチベーションを高める傾向がある。技

術者としての明確キャリアパスを明示することで、既存人財のスキルアップと若

手人財の獲得を続けることが、組織の既成概念に捉われず、企業が市場課題に対

する誠実な挑戦を続けるために必須である（KPMG）。即ち、技術の進歩は、優秀

な人財に始まり、優秀な人財に終わる（McKinsey）。 

不確定な時代であるからこそ、テクノロジーのフロンティアを追い続ける人財

が新しい時代を切り拓く。 【酒向謙太朗】 
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 2022年以降に進展が予測される技術 

 

AI

AIの倫理ガバナンス[3]、MLOps（機械学習基盤）[3]、AIエンジニアリングの自動化[2]、

畳み込みニューラルネットワーク、自己教師あり学習、AI用データ合成、オートノミックシステム、

画像・自然言語・音声処理の高度化[3]、Generative AI（創造性のあるAI）[2]、意思決定インテリジェンス[2]、

精密予測分析、Affective Computing（感情に関する計算技術）

クラウド クラウドネイティブ基盤・ソリューション[6]、コンポーザブルアプリケーション[2]、分散型インフラクラウド

情報技術の

民主化
データファブリック（サプライチェーンやユーザーを超えたデータ共有）[6]、ロー・ノーコードプログラミング[3]

量子コンピュー

ティング
自動運転、物流、製造業、製薬開発、金融サービス、量子暗号への利用[計8]

サイバー

セキュリティー

ゼロトラスト[2]、サイバーAI、サイバーセキュリティーメッシュ、非パスワード認証、プライバシー保護計算、

物理技術スタックの堅牢性

ブロック

チェーン
Proof-of-Stake（消費電力・CO2排出量の削減）[2]、NFT[2]、暗号通貨[2]

メタバース ゲーム、エンターテインメント、リテール、仮想不動産、個人用アバター作成、メタバース研究者などの可能性[計5]

自動化 ハイパーオートメーション[3]、プロセス仮想化、自己学習ロボット

分散型企業 ハイブリッドワーク[3]

5G 遠隔患者モニタリング、コネクテットサービス、ライブVR

遺伝子科学・

ゲノム医療

遺伝子配列解析の高速化（ヒト・脊椎動物のゲノム解読、Covid変異株追跡など）、ワクチン開発利用、

パーソナライズ医療、遺伝子治療（脂質ナノ粒子、アデノ随伴ウイルス、CRISPR-Cas9によるプライム編集など）、

ウイルス診断（Cas13診断薬など）

分子生物学・

蛋白質構造解析
マルチオミックス（空間トランスクリプトミクスなど）[2]、AlphaFold2[2]、低温電子顕微鏡法、凍結電子線CT

新規製薬 Covid-19予防薬、マラリアワクチン

脱炭素・

循環経済

低炭素輸送（カーボンフリーのメタンガス、グリーンアンモニア）、大気中CO2の直接回収、長寿命な定置用蓄電池、核融合、

窒素固定バクテリアと穀物との共生、製造プロセス・消費・リサイクルの最適化

材料技術 4Dプリンティング、3Dプリンティング住宅、刺激応答性材料（プログラマブル材料）

近未来社会では、サプライチェーンとバリューチェーンのデータをクラウドで共有し、自動化されたAIに

よって新たな価値を継続的に提供する、セキュアで信頼性のあるビジネスが競争優位となる。量子計算技術

が既存の計算機の100倍の速度で最適化問題を解き、さまざまな社会基盤の効率化に活用される。ゲノムと

蛋白質のサイエンスが難病の謎を解き、新たなウイルスを即座に検出する。安価でクリーンなエネルギーが

脱炭素社会の基盤となる。

2022年以降に進展が予測される技術

デジタルトランスフォーメーション（DX）

医療・医薬

クリーンテクノロジー・材料技術

下記資料に記載される2022年以降に進展する技術を集約した。検出された技術の数を鍵括弧内に示し、検出数の順序で並べた。

"What technology trends will - and should - lead business agendas in 2022?", McKinsey Digital （2022年3月3日）

"2022 10 Breakthrough Technologies", MIT Technology Review （2022年2月23日）

"Tech Trends 2022", Deloitte Insight （2022年2月8日）

"2022 Seven technologies to watch in 2022", Nature （2022年1月25日）

"The top 10 tech trends of 2022", KPMG （2022年1月24 日）

"5 tech trends to watch in 2022", World Economic Forum （2022年1月14日）

"Technology Trends That Will Mark 2022", Plain Concepts （2022年1月13日）

"5 trends for 2022 and beyond", IBM （2021年12月7日）

"Gartner Top Strategic Technology Trends for 2022", Gartner（2021年10月14日）

"The top trends in tech executive summary", McKinsey & Company（2021年6月11日）


